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研究成果の概要（和文）：この応用研究では、海外の民俗学において実践哲学を形作ることで優位な役割を演ずる「公
共民俗学」という枠組みを形成することにより、日本民俗学が現代市民社会に対応するための「転回点」を生み出すこ
とに成功した。これにより、従来、「アカデミック民俗学者」や「公共部門民俗学者」、「アカデミックの外の民俗学
者」などに分断されていた民俗学の多様なアクターが、協働して社会実践に携わる際に利用可能な、応用的方法と理論
、テーマを明らかにすることができた。

研究成果の概要（英文）：This applied research successfully established a "turning point" for Japanese 
Folklore, in that it helped Japanese Folklore to correspond with contemporary civil society by 
constructing the frame of "Public Folklore," which is now playing a dominant role in molding practical 
philosophy in folklore studies outside of Japan. Accordingly, the practical methodology, theories and 
themes were revealed, and this enabled diverse actors of folklorists, who were previously divided into 
distinct categories (such as academic folklorists, public sector folklorists and extra-academic 
folklorists), to utilize this approach when involved in collaborations relating to some practical issues 
in society.
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１．研究開始当初の背景 
 1990年代以降、市民社会論を背景に「公共
性の学問」が隆盛し、その動きと軌を一にし
て、「学問の公共性」といった新しい研究の
方向性が国内外で模索されている。それは社
会や現実問題への研究者の向き合い方、関わ
りのあり方を問い直す動きである。例を挙げ
るならば、専門化した学問の社会的孤立を問
題視し、市民社会と連携する知識生産を推進
するマイケル・ギボンズらの「モード論」
（Gibbons1994）はその典型である。また学
問の公共性を問い直す研究分野も活発化し
ており、たとえば社会学では、市民との対話
を通じて学問を市民社会へと開き、脱専門化
する「市民と対話する社会学」＝公共社会学
（ Public Sociology）が提唱されている
（Burawoy2005）。さらに文化人類学でもアカ
デミズムを超えて、開発や文化政策などの公
共領域で人類学の活用を目指す公共人類学
（Public Anthropology）が展開されている
（Borofsky2000）。 
 このような学問の市民への開放や、研究者
の社会実践が問われる状況は、本研究で対象
とした民俗学でも無縁ではなかった。すでに
米国ではマイノリティーの権利保護や、災害
復興などの社会の現実問題に対応するため
に、民俗学の知見を種々の社会的活動へ応用
する公共民俗学（Public Folklore）が提唱
されていた。2002 年の米国民俗学会（AFS）
会員調査によると、会員の 44％がそれと関わ
るほどにまで、公共民俗学は大きく成長して
いたのである。 
 翻って日本の民俗学において、その学問の
初発に多くの在野（extra-academic）の人々
が関与し、「学問救世」を標榜し、また後年、
多くの民俗学研究者が学校や博物館などの
公共部門において社会と密接に関わる活動
を展開するなど、公共民俗学的活動は活発で
あったにも関わらず、それに関する研究は、
ほとんどなされてこなかった。米国の公共民
俗学については、ようやく 2000 年代から紹
介されるようになり（八木 2006、小長谷 2006）、
さらに近年、研究代表者の菅によって実例と
理論の両面の検討（菅 2009、2010、2011，2012）
がなされるようになって、徐々にその研究分
野の名称が民俗学界に浸透しつつあった。ま
た東日本大震災後、公共民俗学的活動が活発
化しつつあり、その方法や理念、目的、応用
可能性を考究することが急務となっていた。
研究開始当初、このような状況に鑑み、日本
の民俗学の忘れられた初志ともいえる「野の
学問」の蓄積を活かし、それと現代学問の大
きな流れとなっている「学問の公共性」の方
向性とを融合させた新しい公共民俗学＝「新
しい野の学問」を立ち上げるために、本研究
が立案された。 
 なお、研究代表者は、本研究に先立って日
本と米国の公共民俗学の実例と理論に関す
る基礎研究を、科研（「現代市民社会に対応
する『公共民俗学』創成のための基礎研究」、

平成 22～24年）によって展開し、その結果、
公共民俗学という用語が日本で認知を得て、
その研究分野の出発点となっている。しかし、
それはあくまで基礎研究であったため、現実
の社会問題への民俗学の関与についてさら
に深化させる応用的な研究が必要であった。
本研究は、その基礎研究を応用的視野で発展
させ、さらなる新局面を生み出すために企画
された。具体的には、国内外の公共民俗学の
理論と実例とを結合させる研究をさらに深
化させるとともに、新規に社会学者や文化人
類学者の参画も得て、関連諸学との学際的討
論を通じてその知見を吸収し、より高次の
「公共学」の文脈上で公共民俗学の精緻化を
はかることが目指された。 
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２．研究の目的 
日本の民俗学はその学問の初発において、

「在野（extra-academic）の人々」が協働し
て知識生産する「野の学問」という方法と、
「学問救世」という実践的目標とを重視して
いた。しかしその民俗学は、後年のアカデミ
ズム化に伴い、「野」に根差す方法と実践的
目標を看過し、それらの方向性を見失ってし
まった。本研究は、日本で展開されている民
俗学的実践を、現代的かつ国際的な民俗学の
方向性である「公共民俗学」という観点から
捉え直すことによって、現代市民社会に対応
する「新しい野の学問」を構築することを目
的とした。具体的には、「学問の公共性」を
眼目とした新しい民俗学の方向性を提示す
ることにより、研究者や専門家などの学術世
界に閉鎖しない知識生産の方法と、その知識
の現実社会への応用可能性を検討すること



を目的とした。 
 

３．研究の方法 
（1）「公共の問題」や民俗学の社会実践の問
題に直接的、間接的に関わってきた本科研メ
ンバーが、公共民俗学の生成と深化に不可欠
な重要課題を分担し、フィールドワーク調査
や文献調査に基づいて個別研究を行った。 
 
（2）各メンバーの個別研究を統合し、イン
タラクティブに成果を共有し、各自の研究に
フィードバックするために、定期的にワーク
ショップ（研究会）を開催した（計 12 回）。
なお、ワークショップは、公共民俗学という
コンセプトを学界に普及し、その研究成果を
社会に広く還元するため公開とし、日本民俗
学会、現代民俗学会、日本村落研究学会、日
本文化人類学会東アジア人類学研究会等の
学術団体と連携して共同開催した。 
 
（3）上記のワークショップ開催とともに、
研究成果を学術界へ還元するため、日本民俗
学会年会で特集のパネルセッションを組織
した（「民俗行政と民俗学―「現場」と「学」
を取り結ぶために」〔日本民俗学会第 66回年
会、2014.10.12、岩手県立大学〕、「公共民俗
学の現場―地域文化をめぐる「ずれる／ずら
す」現実をとらえる―」（日本民俗学会第 67
回年会、2015.10.11、関西学院大学）。さら
に、これまでの海外での成果を吸収し、本研
究を世界的な研究水準とすり合わせ、また、
本研究の成果を発信するために、国際シンポ
ジウムを日本民俗学会と共催で開催した
（「無形文化遺産政策のホットスポット・中
国―中国民俗学の経験から学ぶ―」〔日本民
俗学会第 65回年会、2013.10.13、新潟大学〕）。 
さらに、海外の学術集会で発表し、共同討議
を行い、それによって公共民俗学の理論や論
点を共有し、今後の国際的な研究ネットワー
クを構築した（「2015 年度中国藝術人類学学
会国際検討会」〔中国・江南大学、2015.10.〕、 
「タイ国日本研究国際シンポジウム 2014」
〔The International Symposium on Japanese 
Studies in Thailand 2014、タイ・チュラー
ロンコーン大学、2014.8.26〕など）。 
 
４．研究成果 
 本研究では、公共民俗学の観点から 6つの
個別研究（実例研究と理論研究）を行った。
まず、実例研究では 1、アカデミック民俗学
者（大学・研究所等の研究者）、2、公共部門、
3、在野（extra-academic）の人々という、3
つの主体がそれぞれ中心となる社会での民
俗学的実践を課題とし、さらに、それらの研
究へ新しい分析視角や論点を提供するため
に、4、日本民俗学の「野の学問」の方法研
究、5、国内外の公共民俗学の研究、6、隣接
諸学の公共アプローチ研究の観点から理論
研究を行った。具体的には下記の通り。 
 

（1）アカデミック民俗学者の民俗学的実践
の実例研究 
 東日本大震災後の宮城県地域文化遺産復
興プロジェクト、民俗文化の被災状況とその
復興過程の現状についての聞き取り調査活
動、さらに大学博物館を利用して文化財を被
災地から救出し再生する「文化財レスキュ
ー」活動などを題材に、被災後の地域社会再
生における、研究者や行政、地域住民等の協
働実践の重層的な構造について明らかにし
た。また、この研究で取り扱った震災復興時
の文化実践の問題に関して、新潟中越地震後
の地域文化を活用する復興運動、宮城県石巻
市で市民協働型の震災復興プログラムと対
照研究した。 
 
（2）公共部門の民俗学的実践の実例研究 
 無形民俗文化財保護の基礎研究を行うと
ともに、公共部門が主催する民俗文化活用事
業に関与してきた公共民俗学者の活動を研
究対象とした。そこでは全国の関係者とネッ
トワークを構築しながら、現実課題について
対策を検討する公共部門の活動と、地域住民
との関係性、さらに研究者や専門家の果たし
うる役割について明らかにした。また東日本
大震災後に公共部門が展開する民俗文化財
保護と活用の事業と、対照研究した。 
 
（3）在野の人々の民俗学的実践の実例研究 
 民間のエコミュージアム・阿蘇たにびと博
物館主宰の、地域住民と協働して地域文化を
記録し活用する活動を取り上げた。その活動
を題材に、文化拠点における専門家や地方行
政、地域住民、さらに地域外から来入する「来
館者」との協働の内容と、その手法の可能性
と限界性について明らかにした。また地域復
興支援員が新潟県小千谷市において、住民主
導の過疎対策、地域おこし事業の企画・実施
をサポートした活動経験を題材に、多様なア
クターの協働の可能性と困難性、さらにその
なかでのレジデント型研究者（地域社会に定
住する研究者）関与の有効性と限界性につい
て明らかにした。 
 
（4）日本民俗学の「野の学問」の方法研究 
 日本の民俗学はその学問の初発において
「在野の人々」の協働による知識生産という
方法と、「学問救世」という実践的目標を重
視した。それは通例「野の学問」と称されて
きたが、この「野の学問」の実践者として最
も高く評価される宮本常一の再検討を行っ
た。また民俗学が本来もっていた実践的な理
念を含め、実際に行われてきた諸活動や発言
を、学史研究を通じて「意識化」「可視化」
する作業を行った。それらの研究成果をもと
に、かつての「野の学問」の特徴を抽出し、
それが有していた方法的可能性と限界性に
ついて明らかにし、上記の実例研究の成果と
照合した。 
 



（5）国内外の公共民俗学の研究 
 日本における民俗学的実践を基盤とした
実例・理論研究と、米国、中国の公共民俗学
の実例・理論研究をベースに、それぞれの公
共民俗学の有効性と限界性について明らか
にした。その研究成果をもとに、国内外の公
共民俗学の特徴を明らかにし、それが有して
いる方法的な長所・短所を比較検討しながら
統合的に考察した。さらに（4）の研究と対
照することにより、日本で立ち上げるべき方
法としての新しい公共民俗学＝「新しい野の
学問」の基本的な枠組みを構想した。 
 
（6）隣接諸学の公共アプローチ研究 
 市民自らが身の回りの問題を「調べ」「考
究し」「発信」する「市民調査」の研究成果
をもとに、在野の人々の学知創出の可能性と
その現代社会における意義、さらに公共社会
学と公共民俗学との異同について明らかに
した。また、北九州市旦過市場の再生プロジ
ェクトを主導する文化人類学者の活動を題
材に、研究者の社会実践における役割、さら
に公共人類学と公共民俗学との異同につい
て明らかにした。 
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